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北陸における自治体の環境行政：事例研究（その 2)
一一自治体による環境教育：加賀市鴨池観察館の実践例一一
桂木健次・小杉山晃一
1 はじめに
ここ数年，全国各地の自治体で，地球規模の環境悪化への対策が盛んに進められている。その中
には，残り少ない廃棄物処分場の使用期間を延長するための再資源化や，極度に進んで、しまった湖
沼や河川の汚染を抑制するための下水処理施設の建設など，差し迫った問題への対処に関するもの
も多い。これらの緊急対策は，いわば降りかかる火の粉をはらうがごくき対策であり，必ずしも長
期的な地球環境保全を目指しているわけではない。
しかし，地球規模で進行している環境の悪化は，短期的な対症療法でどうにかなるという単純な
ものではない。たとえ行政の強制力で一時的に状況の改善ができたとしても，それに続く若い世代
が環境保全に対する正しい判断力と強い意志とをもたなければ，再び環境保全を軽視した政策がと
られることになるだろう。
「環境教育」とは，短期間での成果を期待する環境対策とは異なり，若い世代も含めた市民全体
の環境保全に対する意識改革を目的として行われている。それによって将来に渡って環境保全を重
視する社会を建設することを目指している。近年，環境教育の重要性が深く認識されるにつれて，
これに取り組む自治体は増加傾向にある。内容的にはごみ拾い・リサイクル，植樹，自然観察会な
どの単発事業が主流であり，個人個人の到達レベルに応じた行事が継続して提供されるような体系
的な事業はほとんどみられない。また，具体的な成果が見えにくいため，投入した資金の効果を短
期間で得ょうとする傾向にある自治体の現状では簡単には予算化できない，といった問題は残って
いるが，今後の事業の進展が期待される。
自治体が進める環境教育事業の代表的な施策として，自然観察施設がある。本稿で対象とする加
賀市鴨池観察館（以下単に観察館と略す）もそういった施設のひとつであり，石川県加賀市が運営
している。本稿は， 1984年10月から1991年3月までに観察館で行われた事業を参考に，環境教育全
体の流れの中で，自治体の行っている環境教育関連事業がどのような位置付けをもつのか，そして，
環境教育の目的を十分に果たすには，どのような課題を乗り越えなくてはならないのかを考察する
ものである。
2 環境教育と地域社会
環境教育の体系化を目的のひとつとしている「日本環境教育学会」においても，実践的な手法の
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蓄積に実績のある「日本環境教育フォーラム」においても，環境教育についての明確な定義づけは
なされていない。それは，環境問題が人間の活動の幅広い分野に関連していることと無縁ではない。
環境教育は，単に自然の知識を増やし，自然保護思想、を習得させることでもなければ，リサイクル
やエコグッズ、選択への動機付けを促すだけのものでもない。およそ「環境教育」に関わりのある事
柄をすべて包含する定義を作ろうとするのは，非常に困難な作業なのかもしれない。日本環境教育
学会設立の際の入会案内に「分野・領域を限定せずに多くの賛同を求めます」と記されていること
もこれを象徴している。
1970年に制定されたアメリカ環境教育法の第3条では「本法において『環境教育』とは，人間と
その自然的および人工的環境との関係を取り扱う教育課程をいう。これは人口，汚染，資源の分配
(1) 
および総体的人間環境にたいする都市と田園の計画が含まれる。」と定義されている。この法律では
環境汚染や人口増加，資源の枯渇に焦点をあてているが，「人間とその自然的および人工的環境との
関係」という表現で含みを持たせてある。
また， 1975年の環境教育専門家会議で採択された「ベオグラード憲章」では，環境教育の目的を
「環境とそれに関わる諸問題に気づき，関心を持つとともに，当面する問題の解決や新しい問題を
未然に防止するために，個人および集団として必要な知識，技能，態度，意欲，実行力などを身に
(2) 
つけた世界の人々を育てること」と表現し，環境悪化の現状認識とその解決を環境教育に託してい
る。この憲章の中でも，「環境とそれに関わる諸問題Jという表現が使われている。私見では，広く
複雑だと思われている「環境問題」はいくつかの根源的な原因に端を発していると考えられるが，
現時点では，環境教育を人間と自然環境，人工環境との関係を広く対象としなくてはならず，だれ
もが納得できる定義を設定することには無理があるため，本稿においてもおおづかみなとらえかた
のままで議論を進めることとする。
では，具体的な教育内容から見るとどうだろうか。文部省がまとめた環境教育指導資料（1991年）
には，環境教育と関連の深い教科として理科・社会科の他，国語科，保健体育科，家庭科，道徳科，
(3) 
芸術，特別活動が取り上げられている。この資料では環境教育をそれ自体独立した体系とは考えて
おらず，従来の教育課程の様々な教科において多面的に扱うものとなっている。また，阿部（1991
年）は，環境あるいは環境問題に関する教育分野としてこれまで様々な場で実践されてきた，公害
(4) 
教育・自然保護教育・自然教育・野外教育と環境教育との関連について論じているが，この中で，
環境教育はこれらの教育分野の総合したものとしてとらえられている。公害教育は，反公害運動の
中から生まれたもので，工業化社会に対する批判的な認識が根底にある。自然保護教育は保全教育
ともよばれるが，自然を人間に利益をもたらす資源としてとらえる視点が強く，今日のワイズユー
スという考え方につながっているo 自然教育は，動植物の観察を中心として，自然観の育成を重視
する。野外教育はキャンプにおける技能習得から始まったと考えられ，体験を通した自然観の育成
に重点を置く。阿部は同じ論文の中で開発教育・人権教育・平和教育・消費者教育の視点、を環境教
育の中に取り入れることも提案している。また，沼田（1986年）は，環境教育を，自然誌教育・自
然保護教育・環境保全教育・環境科学教育の4つに分類し，これらに加えて環境哲学，あるいは環
(5) 
境倫理を全体の基盤としてあげている。
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自然誌教育は，阿部の自然教育論と共通しており，自然保護教育と環境保全教育には阿部の公害
教育と自然保護教育が含まれる。環境科学教育は環境についての知識を重視した分野で，専門課程
で習得すべきものとして考えられている。
以上のように，環境教育の内容についても様々な視点が導入されており，その用語も統一されず
に使われている。今後，「人間とその環境」についての分野の多様性と，対象による教育手法の多様
性が重層的に交わったものとして体系化されていくものと期待される。
3 環境教育の流れ
環境教育は当初から，環境悪化の進行にともなって必要とされてきた。歴史的には19世紀末期か
ら20世紀にかけての，アメリカ大陸開拓の際の自然破壊を反省することから生まれた「自然学習運
動」と，ボーイスカウト・ YMCAなどの団体による野外教育が，ひとつの潮流を作り， 1960年代
からの急激な工業化による環境汚染に対する環境法の制定や，民間からの批判に伴って生まれた前
(6) 
述の環境教育法やベオグラード憲章な・どがそれに合流するものと考えられている。
日本で最初に環境教育を取り上げたのは， 1957年の日本自然保護協会による「自然保護教育に関
(7) 
する陳情」であると考えられている。 1971年には，日本生物教育学会により，「自然保護教育に関す
(8) 
る要望」が提出された。この後1974年には文部省の特定研究「環境教育カリキュラムの基礎的研究」
(9) 
が沼田らによって始められた。
日本の環境教育進展の流れの中で特に大きな足跡を残しているのは，清里環境教育フォーラム発
足時の名称は「清里フォーラム」，以下清里フォーラムと略す）の開催である。清里フォーラムは，
1987年から 5年間と期間を限定して年に一度開催され， 5年後にその成果を『日本型環境教育の提
案』という出版物によって公表した。この会議はそれまで個々に孤立した立場で環境教育に取り組
んでいた多くの実践者に刺激を与え， 1990年の「日本環境教育学会」設立を導くきっかけともなっ
た。清里フォーラムが始まった1987年当時は，環境教育という言葉すらあまり知られていなかった
が，現在ではかなり広い層にまで環境教育という用語とその内包する意義が浸透している。こうし
た現象に，清里フォーラムが与えた影響は大きかったと言える。実践者・研究者の談話会として始
まった清里フォーラムは，現在日本環境教育フォーラムという任意団体に結実し，環境教育推進の
大きな力となっている。
こうした実践者や研究者の交流と前後して，環境庁による「自然保護教育の拠点整備」を目的と
した「自然観察の森J事業が進められ， 1986年3月の横浜自然観察の森開園を手初めに1991年7月
までに， 10カ所の施設が開設されている。この事業と前後し，各地の自治体においても独自の自然
観察施設の建設が行われ， 1985年の加賀市鴨池観察館を含めていくつかの先駆的な施設が建設され
？こ一口
4 加賀市鴨池観察館における環境教育
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4-1 加賀市鴨池観察館の概要
石川県の最南部に位置する片野の鴨池は，古くからガンカモ類の越冬地として知られており，毎
年多くのバードウォッチャーが訪れる日本有数の探鳥地である。また，江戸時代を起源とする伝統
的な狩猟法である「坂網」が民俗資料として現在も継承されており，加賀市の観光資源としても活
用されている。観察館は野鳥観察を主な目的とする施設として片野の鴨池の岸辺に建設され， 1985
年10月に開館した。観察施設は鉄筋コンクリート二階建ての建物で，上階は全面ガラス張りで望遠
鏡を20台備えた観察室が備わっている。また，片野の鴨池を含む観察館周囲の湿地と森林は，「鴨池
サンクチュアリ計画地」として整備されており，観察コースが設置されているほか，エリア内には
水稲耕作地が残されており，農業と狩猟と野鳥とが伝統的な関係に近い形で現在も継続されている。
事業主体は加賀市で，開館当初は商工観光課が管理し，後年社会教育課に移管された。鴨池サンク
チュアリ計画地は，当初の計画通りに進展しなかったため，利用と管理の一部を保険年金課が行っ
ている。観察館内の業務は，東京に本部を置く（財）日本野鳥の会が受託し，本稿が対象とした期
間には常勤職員 1名，冬季の繁忙期に 1名という体制（年間1.5人と表記する）で業務が行われた。
なお，（財）日本野鳥の会派遣の職員はレンジャーと呼ばれており，鴨池サンクチュアリ計画地全体
についての業務にも携わった。
片野の鴨池は県立の自然保護区特別保護地区に指定されていたが， 1994年6月，湿地保全を目的
とした国際条約である，「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地についての条約（ラムサール
条約）」に登録され，ガンの休息のための陸地造成などの積極的な保全策が講じられるようになっ
た。
来館者は年間約3万人で， 80%が11月から 2月のガンカモ類の越冬期間に集中している。この期
間中の来館者の約30%を県外からの旅行客が占め，特にパック旅行のコースとして設定されている
ケースが多い。また， 30%は金沢市を中心とした県内の日帰り旅行者で，テレビで頻繁に放映され
る片野の鴨池の水鳥の様子を観察するのが目的と思われる。残りの40%ほどが加賀市を生活圏（職
場や消費等）とする市民で，休日の憩いの場として利用している。これらの来館者のうち，自然愛
好家あるいはふだんから野鳥観察を楽しんでいる者の割合はさほど多くはないが，県内からの70%
(10) 
の来館者は野鳥観察の目的意識を多少とも持って訪れていると考えられる。
4-2 加賀市鴨池観察館での環境教育事業
観察館では，事業の受託者である（財）日本野鳥の会が企画し，担当部局である商工観光課，社
会教育課の管理監督の下，以下の事業が実施された。
事業の全体構想、は，環境教育を中心とし，それを環境管理と環境調査が補完する形で設定された。
ただし，環境管理については片野の鴨池の管理を水田の所有者と坂網伝承者の集まりである捕鴨協
同組合が行っているため，実質的に事業者のできる範囲は極めて限定されている。また，環境調査
は年間1.5人という人員で科学的に意味のある調査を継続するのは困難であったため，環境教育の教
材作成を目的とした定性的な調査にとどまっている。これらの事業に加え，友の会などのネットワ
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ーク活動も平行して行われた。以下に事業の詳細を述べる。
1）解説
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一般の来館者に対しては，動植物の生態や自然のしくみ等についてマンツウマン式の解説が行わ
れた。解説はレンジャーが担当し，ひとりあたり10分から20分程度が標準的所要時間である。時間
やテーマは来館者の年齢や興味の対象，あるいは自然認識の程度に応じてそのつど異なった内容が
提供された。解説にあたっては，アメリカの新聞記者であったフリーマン・チルデンの言う「（自然
解説とは）単に事実や情報を伝えるというよりは，直接体験や教材を活用して，事物や事象の背後
にある意味や相互の関係を説き明かすことを目的とする教育活動であるりという定義を踏まえて行
(l 
われた。
2) 展示，パンフレツト等によるセルフガイド
直接解説できる人数には限度があるため，館内での解説板の掲示や，標本等の展示によって補わ
れた。展示物としては，植物標本，動物の糞や足跡のレプリカなどの実物展示，図表や解説文を書
いたパネルの他，必要に応じて視聴覚器材も利用された。また，望遠鏡で野鳥観察をする来館者の
セルフガイドを支援するために，観察方法や観察ポイントを表記した印刷物の配布も併せて行われ
た。
3) 野外施設の利用（解説板）
野外の観察コースを利用する来館者のために，コース上に簡易の解説板が設置された。ここでは
コースが多目的に利用されていることも考え，永久的に設置されるものではなく，必要に応じて取
り外しのきくものとされた。
4) 定例行事
表1にみられるような観察会を主体とした一般参加行事が開催された。参加者の募集は加賀市の
広報紙や新聞紙上を通じて行われた。参加者の多くは加賀市あるいは近郊に住む自然愛好家である
ため内容的には絞りやすいが，随時調査型・作業型もとり入れ，新たな参加者の開拓にも留意して
行われた。
5) ガンを保護する会との連携，ロシアとの交流
全国的にも希少なガンの越冬地として，他の越冬地との連携を保つために仙台に本拠をおく「ガ
ンを保護する会」との連携がとられ，ロシアとの共同調査への協力がなされた。
また，この共同調査の一環としてロシアから鳥類学者が招かれた際にも，現地の案内や，生息地
の様子について情報交換が行われた。「ガンを保護する会」との協力関係については，加賀中央ロー
タリークラブ砕からの支援があった。
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6) 友の会による活動
1988年5月，市内の自然愛好家を中心とした「鴨池観察館友の会」が発足し，その事務局として
会の運営がなされた。自然が多く残されている北陸地方では，自然が失われて行く危機感を共通認
識としてもつ都市型の愛好会とは異なり，趣味の会としての性格が強く，ボランティアとして積極
的に会の事業計画に参画する市民は少なかったが，会報『自然新聞』の発行や親睦会などの独自の
活動が行われた。本来の目的である「より高レベルの環境教育の場J としての役割は，今後の課題
として残された。
7) ラムサール条約登録
1994年6月に釧路市で開催された「ラムサール条約締結国会議」に向けて， 1992年から鴨池友の
会有志で検討会が重ねられ，市民への啓蒙活動，地権者への説明，議会への請願，担当部局との折
衝などが続けられた。その結果，議会での承認を得，条約への登録が実現した。
8) 自然教育施設ネットの設立
1990年2月，県内で環境教育を実施している施設の教育担当職員の教育プログラムの研究と情報
交換を目的として「自然教育施設ネットワーク」が発足し，その事務局としての業務がなされた。
2月の発足の際には具体的な活動計画がまとまらず，相互の情報交換を緊密にする程度にとどまっ
たが，自然観察施設の職員のみならず，自然愛好家団体などへと輪が広がり，ある程度の成果はあ
ったと考えられている。
5 北陸三県における環境教育施設の状況
5-1 多様さまざまな環境教育の実践
北陸地方は，環境教育を展開するに当たって全国的に見ても非常に恵まれた条件を有している。
ひとつは，多様で深みのある自然環境を有しているという点である。日本海側における西日本と東
日本の境目に位置しているため，動物相，植物相ともに，両方の地域帯の特徴を合わせ持っている。
分布の南限，北限として知られている種も数多い。また，中部山岳や白山などの落葉樹林から平地
の照葉樹林まで，その植生も多様である。自然保護に関する指定では，中部山岳国立公園，白山国
立公園，能登半島国定公園，越前加賀海岸固定公園，若狭湾国定公園などがあり，それが観光資源
としても活用されている。そうした自然環境を生かした代表的な観光地として，宇奈月・五箇山・
和倉・山中・芦原といった温泉郷があり，それぞれ異なる歴史と見ごたえのある景観を持ち味とし
ている。そうした観光地の中には，必ずしも財産である自然環境の保全に熱心ではない地もあるが，
最近注目を集めている「エコツーリズ、ム」などの観点から見直すことにより，観光利用と環境保全
を両立させた環境教育の場として利用することも可能で、あろう。
また，都市近郊に田畑が広がっており，容易に一次産業の生産現場にアクセスできるという点も
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こういった恵まれた地域条件の中で，官民間わず様々な環境教育事業が展開されているが，ここ
では富山県，石川県，福井県各県が運営している，自然保護教育，環境教育を設置目的とする施設
について紹介する。
1) 富山県 県民公園自然博物園「ねいの里」
昭和56年6月開園，モリアオガエル・ハッチョウトンボ等の生物の保護とその観察を目的とする
「生態園」を設置し，解説板の充実した野外学習コースをもっo 展示館には解説パネルや剥製が豊
富に展示されており，図書コーナーも整備されている。この他，傷病鳥獣の保護や自然復帰を目的
とする鳥獣保護センターを併設している。来訪者は年間5万人程で，特に 5月と10月に多い。主催
する自然観察会は「ねいの里」内に限らず，広く県内各地で開催し，テーマもバラエティに富んで
いる。解説は県認定の富山県ナチュラリストに依頼されており，研修生の受け入れ等人材育成にも
(12) 
力を入れている。
2) 福井県自然保護センター
平成2年7月に展示施設のある本館及び，天体望遠鏡を備えた観察棟が開館，観察コースなど野
外施設を整備した後，平成5年センター全体が開園した。本館の展示はパネルや剥製によるジオラ
マなどの他，視聴覚設備も充実している。また，観察棟には生物観察を主目的とする望遠鏡（フィ
ールドスコープ）のほか，口径80mmの天体望遠鏡とプラネタリウムが設置されており，天体をテー
マとした学習も可能となっている。妻平湿原，馬取池などを通る観察コースは，変化に富んだ森林
を体験できる。職員として動物，植物，天文および地学系の専門研究員が従事し，研究活動も継続
して行われている。開園間もない平成4年度には本館，観察棟あわせて 2万4千人の来園者があっ
(13) 
Tこo
3) 石川県白山自然保護センター
昭和48年4月開設，職員の事務・研究施設である本庁舎の他，吉野谷村に「生態園」や「野猿広
場」を併設した中宮展示館，尾口村に野生生物の観察施設であるブナオ山観察舎，白峰村に登山者
への情報提供や観察指導を目的とする市ノ瀬ステーション等，白山麓周辺に複数の施設を点在させ
ている。来館者は中宮展示館，ブナオ山観察舎含めて平成4年度4万8千人あり，ブナオ観察舎で
は来館者への直接的な解説活動がなされている。また，内外の専門研究員による調査研究も活発に
(1-0 
行われ，冊子として発表されている。
以上の通り，加賀市鴨池観察館を主として北陸三県の自治体による環境教育事業，特に自然環境
保全の動機付けを主たる目的とする，あるいは自然環境の保全と平行して行われている事業を見て
きた。これらの施設に共通しているのは，以下の点である。
－自然解説を主たる事業としている。
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－動物剥製や植物標本，解説ノfネノレなどの展示を行っている。
・野外施設（観察コース）をもち，観察会などの事業を活発に行っている。
・専門の研究スタップにより，観察会の素材に新鮮な科学的研究成果を活用できるo
これは，現在全国的に展開されている環境教育事業のひとつの潮流を示すものとして注目に値す
るが，環境教育が包含する内容から見ると，その一部のみが実現されているに過ぎない。
その他の地域における環境教育事業プログラムや構想，実践されている主なものとしては，以下
の取り組みが参考となる。
神奈川県が発表した「かながわ環境学習プランJ では，ゴミ分別やエネルギー消費の実態調査や
自由
消費行動（商品選択）の点検がプログラムとして提案されている。これは，参加者が実際に自分の
ゴミの分量や，電気，ガスの使用量を調査し，その分析から様々なことを学び，日々の自分の生活
を再考するきっかけにしようとするものである。日本ユネスコ協会連盟発行の『小学校教員のため
の環境教育ガイドブック』には，活動事例として，ロールプレイ，ディペートによって環境問題に
(16) 
おける対立点の理解を深める手法が報告されている。
環境問題では様々な立場の人がその立場に応じて異なる意見を持ち，その対立が平行線のまま決
着のつかないケースが多い。そこは，高度な専門的知識の必要な門外漢の立ち入り禁止の聖域のよ
うに見えるが，いくつかの情報が与えられると，対立点が見えてくる場合が多い。このプログラム
は，受動的な知識獲得に慣れてしまった学校教育への導入が適当だと思われる。清里フォーラム編
集の『日本型環境教育の提案』には，観光農園やリゾートをベースとした「むらおこし」としての
(1司
環境教育事業がいくつか紹介されている。それらの例では，地域に住む人々が主体となり，地域の
特性をそのまま生かした，永続的な営みとして事業がとらえられていることが分かる。これは環境
教育の到達点のひとつとして評価できる。
また，同書には企業として環境教育の視点を取り入れた事業を展開している例も紹介されている。
佃：） (19) 
中でも，野外教育を中心とする「国際自然大学校NOT S」と牧畜体験を基盤とする「動物農場」
の試みは注目に値する。どちらも，理念からスタートしつつも，会社経営を考えながら先進的なプ
ログラムを開発し続けている。環境教育のプログラムや技術をボランティアとしてとらえる傾向の
強い自治体が，事業としてこうした小企業と連携していくのもひとつの方向であろう。
現在多くの民間団体や地方自治体によって環境教育の視点、を取り入れた事業が展開されている。
その内容は環境教育そのものが広い守備範囲を持つのに従い多様な分野，多様な手法が見られる。
その効果は明確には現れていないが，経済の停滞などにも影響されずに継続していく必要があると
J思っている。
5-2 残された課題
前述のように，北陸は自然環境そのものにも，また，環境教育を進めていく条件にも比較的に恵
まれている。しかし，決して順調に展開されているとは限らない。なぜなのだろうか，以下では環
境教育の展開を阻害している要因と，それを改善する方策について考えていく。
まず，第一に，指導者の不足及び，指導者研修制度の不備が考えられる。観察館では現在（1994
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年度）年間2名の常駐職員によって事業が展開されているが，それでも，事務的な業務をこなしな
がら調査・野外環境の管理，館内展示物の管理などを同時に行うと，来館者と直接対応できる解説
や定例行事にさける労力はおのずと限られてくる。直接対応のみが環境教育のすべてではないとし
ても，これは大きなマイナス要因だと考えざるを得ない。このことは北陸地方の他の施設でも同様
で，展示物やパンフレツトの充実でそれに代えているのが現状であろう。また，指導者のレベルア
ップをもっぱら自己研修に頼っているという現状も課題となっている。石川県では自然教育施設ネ
ットワークがその解決を目的として設立されているが，実務はボランティアで行われており，労力，
予算の面でかなりの制約がある。
つまるところ，人材不足の問題は人材育成の制度的上の問題でもあるが，それも含めて事業全体
の基盤となる資金不足の問題ともかかわってくるo それは，限られた予算の中でより高い成果を上
げるという，あらゆる事業に共通する課題でもあるが，その上環境教育の場合，それが新しい事業
であるため，最低限必要な人員や設備に対する共通した理解ができていないということもある。環
境教育が古くからボランティアの手でなされていたことも，大きな影響を残している。環境教育業
界の中で最低限必要な人員や予算を設定し，それを実現していく努力や，受益者負担の導入，ある
いは教材の販売収益をあてるなどの資金獲得方法の工夫も議論されてよいだろう。
第二に，縦割り行政の弊害が上げられる。本稿では自然環境の保全を主たるテーマとした環境教
育を中心に議論を展開したが，広く且つ複雑に関連しあっている環境問題全体を把握するには，当
然教育プログラムのほうも，幅広い範囲を網羅していることが期待される。
しかし，例えばゴミ問題や河川の汚染をテーマとしたプログラムを実行するために，焼却場ある
いは下水処理施設の情報を得る必要がでてきた場合，環境衛生担当部局あるいは保健所などの理解
と協力が必要となる。また，動植物の保護状況をテーマとした場合，自然公園管理担当部局あるい
は農林水産担当部局との共通理解が必要となる。あるいは営林署が独自に行っている観察会等の企
画とぶつかつてしまう場合も，これまでのところ多い。さらに，就学年齢にある層を対象とした場
合，教育委員会との関係も考えなくてはならない。
このような状況は決してマイナス面ばかりとは限らないが，各部局が独自にそれぞれが関連する
テーマだけについての環境教育事業を展開するよりは，ひとつのテーマを多面的にとらえる共同作
業の方が教育効果は高いと考えられる。さらに，将来，環境問題を総合的に扱う新たな施設が計画
された場合，環境問題・環境教育に関連の深いこれらの部局が相互に牽制しあう状況が残っていた
とすると，その実現に大きな障害となることは容易に想像できる。
中央省庁では環境庁の環境省への格上げが赤ちょうちんでの話題に上ることがあるようだ。そも
そも環境問題は多くの社会問題と複雑に関連しているのであるから，それをひとつにまとめること
よりも，むしろいずれの省庁にも環境対策部門が設置される方がよりふさわしいとも言える。しか
し，本稿で検討した北陸地方での事業で野生生物に重心をおいた考察だけでも，担当部局の管轄が
大きな限定要因になっていることを示唆する。それを改善する方法のひとつとして横断的な部局の
設置もしくはネットワーク的対応が検討されてもよいだろう。
第三に，環境教育を受ける必要性の高い，つまり，自然や環境問題に対する関心や理解の低い層
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をひきつける工夫があまりなされていない点があげられる。そもそもこの種の施設にははじめから
自然の好きな人が集まり，自然に無関心な人々が積極的に訪れることはあまりない。この状況を改
善するため，無関心層の興味をひく野外料理やアウトドアスポーツ技術の講習会など，プログラム
に幅をもたせる工夫を検討すべきである。
環境保全の意識，環境倫理はこれからの市民にとっては読み書きソロパンと同様に必修と言える
ものである。だれもが日常生活の中で習慣として実行しなくてはならないことも多く含まれる。そ
れには，環境教育が関心の高い特定の人々のみが受ける選択的なものではなく，生涯教育として，
学校をはじめとして地域のあらゆる場面で継続的に実行されていなくてはならないと考える。豊か
な自然の残されている北陸地方ではその必要性が認識されていない面もあるが，興味の高い人のマ
ニアックな欲求を満足させることに終わるのではなく，興味関心の高低にかかわらず誰もがそれぞ
れのレベルに応じた環境教育のプログラムと接する機会が得られるよう，制度的な改善も考えなく
てはならない。付け加えると，環境教育の事業に参加した個人が実際にどのような意識改革にいた
ったのかを追跡調査し，事業の効果を測定する手法の開発も期待される。
最後に，技術的な課題から少し踏み込み，環境問題の哲学的社会倫理的な課題に関連させて若干
考察しておく。環境問題が「世代間不平等」という視点、でとらえ得ることは，ここ数年相次いで出
版された多くの研究書や環境教育の啓蒙書で語られてきたことである。それは，環境問題というの
が，現代社会に責任を持つ世代が有用な資源を急速に消費し，代わりにダシ殻のようになった地球
に有害な廃棄物を詰め込んで次の世代に受け渡そうとするものだ，という考え方である。
この視点、に立った場合，環境教育も世代問で違った展開をしなくてはならないと考えられる。奥
(1994年）は，現在の環境問題において，子供は被害者，大人は加害者という関係が成立している
ため，必要な教育内容も子供には正しい自然認識，大人には環境問題の本質についての厳しい内容，
(20) 
と’いった区別がなされなくてはならないと主張している。観察館での実践に見られるように（表
1），現状の環境教育プログラムの多くは，大人よりも子供を主たる対象としており，内容的に厳し
いものが実行されることはまれである。しかし，環境問題の原因を作ったのが子供たちではない以
上，原因を理解し，解決のために尽力すべきなのもまた子供たちではないはずだ。とすれば，当然，
現在の社会に責任ある立場にいる大人を対象にしたより厳しい内容をもっプログラムの展開があっ
てもよいだろう。
それは，環境問題の一因ともいえる人間中心主義・物質主義，進歩主義の問い直しを含めた，よ
り根源的なものとなるだろう。しかし，これについてはまだ社会教育としての環境教育の機が熟し
ているとは言えない。環境教育の実践者・研究者全体の技能向上と，参加者の意識レベルを推し量
りながら段階的に導入していくべき今後の課題としたい。
一方，子供たちに対する教育手法を考えるとき，イディス・コップが言う，子供時代の自然との
「詩的交感J によって，人間として必要な世界観が，知識としてではなく知覚によって体に刻まれ
(2D (2) 
るという視点や，自己と環境との心理的な同化を重視するディープエコロジーの考え方を無視する
ことはできない。野外での原体験を中心とした遊び型のプログラムを豊富に開発し，より多くの子
供たちがその年齢に応じたプログラムと接する事ができるよう，学校教育との関係も含めた制度上
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表1 加賀市鴨池観察館開催の主な事業
年 月 内 廿,.. 場 所 素 材 参加人数
1984. 11 自然観察 鴨池 鳥類 111 
12 自然観察 鴨池 鳥類 37 
1985. 1 写生 鴨池 鳥類 30 
2 自然観察 鴨池 鳥類 60 
3 自然観察 鴨池 鳥類 42 
4 自然観察 鴨池 生物全般 13 
5 映画上映 観察館内 生物全般 70 
5 自然観察 観察館内 生物全般 22 
6 自然観察（夜間） 鴨池 ホタノレ 355 
8 標本作製 観察館内 植物 16 
10 スライド上映 観察館内 生物全般 18 
11 映画上映 観察館内 生物全般 106 
11 スライド上映 観察館内 生物全般 15 
1986. 1 スライド上映 観察館内 生物全般 26 
2 スライド上映 観察館内 生物全般 40 
3 スライド上映 観察館内 生物全般 40 
4 自然観察（早朝） 鴨池 鳥類 5 
6 自然観察（夜間） 鴨池 ホタル 26 
7 自然観察（早朝） 鴨池 植物 6 
9 スライド上映 観察館内 生物全般 7 
11 映画上映 観察館内 生物全般 200 
12 スライド上映 観察館内 生物全般 17 
1987. 1 写生 観察館内 鳥類 22 
2 自然観察（夕方） 鴨池 鳥類 38 
4 自然観察 鴨池 鳥類 7 
5 自然観察 鴨池 植物 13 
6 自然観察（夜間） 鴨池 ホタル 29 
7 標本作製 観察館内 植物 6 
8 工作 観察館内 巣箱 20 
9 作業 鴨池 巣箱掛け 10 
10 スライド上映 観察館内 生物全般 9 
11 映画上映 観察館内 生物全般 80 
11 スライド上映 観察館内 生物全般 39 
12 写生 観察館内 鳥類 7 
1988. 1 スライド上映 観察館内 生物全般 26 
2 自然観察（夕方） 鴨池 鳥類 47 
4 自然観察 鴨池 晴乳類 4 
5 映画上映 観察館内 漫画映画 23 
6 自然観察（夜間） 鴨池 ホタル 39 
6 自然観察 片野海岸 鳥類・植物 21 
7 作業 観察館内 巣箱外し 14 
8 作業 鴨池 餌代設置 8 
9 工作 観察館内 カゴ編み 11 
10 作業 鴨池 巣箱掛け 3 
10 作業 鴨池 種蒔き 38 
11 映画上映 観察館内 生物全般 18 
11 自然観察 大聖寺川沿い 鳥類 30 
11 自然観察 三谷地区山林 鳥類 16 
12 講義 観察館内 生物全般 32 
1989. 1 調査 鴨池 鳥類 11 
1 工作 観察館内 粘土 29 
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の改善も考えなくてはならない。この面では，わが国の大学の研究者や教育者も欧米のように，も
っと初中等教育や高校教育の現場と結びついていくフィールドワークが求められる。
6 おわりに
現在，経済の停滞によって下火になったとはいえ，環境問題や環境教育は社会の隅々にまで浸透
している。新聞にも時折，新たな廃棄物再利用の技術が開発されたというニュースが掲載されるし，
学校向けの環境副読本も数多く出版され，生産現場の環境取り組みなどが紹介されている。しかし，
不況から脱出するために消費を刺激すべきだ，という従来の経済政策の枠組みでの主張が当たり前
のようになされたり，自由貿易や市場開放が地域の特性を無視して進められたりしている。環境問
題の本質的な経済社会部面にメスが入れられているような政策主張は，あまり目につかない。と同
時に，環境教育も単なる新「ビジネス」として見なされてきているように思われる。何が環境教育
の進展を阻害しているのか，本稿で分析した課題をもとに，さらに実践的な課題解決のための具体
策を次稿では提案していきたいと考えている。
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